
No.
推奨事業メ

ニュー
交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価
高騰に対する特
別加算

知内町物価高騰対策くらし応援
事業（第2弾）

①電気やガス、食料品の価格高騰は現在も続いており、家計への大きな負担と
なっている。物価高騰の影響は全世帯・全住民に及んでいることから、町では交
付金を活用し、全町民へ1人10,000円の商品券を配布し、家庭における経済的負
担を図る。
②全町民へ商品券の配布
③R7の累計事業費
全町民　3,750人×10,000円（商品券）
事務費　1,730千円
事務費の内容【需用費（事務用品）役務費（郵送料等）業務委託料として支出】
④対象者　町内全住民3,750人

R7.12 R8.3

2
③消費下支え等
を通じた生活者
支援

知内町物価高騰対策くらし応援
事業【R7予備分】

①物価高騰は現在も続いており、特に主食である「うるち米」の価格上昇が顕著
で家計への大きな負担となっている中で、くらし応援として全世帯へ知内産米（5ｋ
ｇ）および、1人5,000円の商品券を配布する。
②全世帯への米及び商品券の配布
③R7の累計事業費
全世帯　2,010世帯×知内産米5kg（単価5,000円）
全町民　3,800人×5,000円（商品券）
事務費　2,176千円
事務費の内容【需用費（事務用品）役務費（郵送料等）業務委託料として支出】
④対象者　町内全世帯2,010世帯3,800人
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3
①食料品の物価
高騰に対する特
別加算

知内町物価高騰対策くらし応援
事業【R7補正分】

①物価高騰は現在も続いており、特に主食である「うるち米」の価格上昇が顕著
で家計への大きな負担となっている中で、くらし応援として全世帯へ知内産米（5ｋ
ｇ）および、1人5,000円の商品券を配布する。
②全世帯への米及び商品券の配布
③R7の累計事業費
全世帯　2,010世帯×知内産米5kg（単価5,000円）
全町民　3,800人×5,000円（商品券）
事務費　2,176千円
事務費の内容【需用費（事務用品）役務費（郵送料等）業務委託料として支出】
④対象者　町内全世帯2,010世帯3,800人

R7.10 R8.3

4

⑤省エネ家電等
への買い換え促
進による生活者
支援

令和７年度しりうちゼロカーボン
推進事業

①物価高騰の影響を受けている町民の住宅に係る省エネルギー化（家電の省エネ化及び住宅の断熱性能の向上）を推
進することで、日常生活コストを低減させ、物価高騰の影響を緩和する。
②負担金補助及び交付金
③
〇総事業費（A）
・建物断熱性能向上改築に対する支援（対象外）
　1件 計144千円（1件当たりの上限額200千円）
・既存給湯設備の高効率設備機器転換（リース）支援
　8件 計1,324千円（1件当たりの上限額200千円）
・既存照明設備のLED化支援
　2件 計34千円（1件当たりの上限額200千円）
・省エネエアコン（寒冷地）の導入及び既存暖房機からの転換支援
　7件 計397千円（1台当たりの上限額50千円 1世帯2台まで）
・既存冷蔵庫（製造から10年以上）を省エネ製品へ交換支援
　10件 計489千円（1件当たりの上限額50千円）
・A 総計
　28件 計2,388千円
〇対象外経費等（C）
・「住まいのゼロカーボン化推進事業補助金」（北海道）交付申請額
　計847千円
・建物断熱性能向上改築に対する支援（対象外）
　1件 計144千円（1件当たりの上限額200千円）
・B 総計
　計991千円
〇交付対象経費（B）
　総事業費（A）-対象外経費（C）＝2,388千円-991千円　計1,397千円
④町民

R7.4 R7.10

5
①食料品の物価
高騰に対する特
別加算

令和７年度学校給食費支援事業

①物価高騰の影響を受けている小中学生の保護者の負担を軽減するための小
中学校における学校給食食材費（教職員分除く）を支援することで、物価高騰の
影響を緩和する。
②負担金補助及び交付金
③小中学生184名に係る年間食材費13,200千円（教職員分含まず）
④小中学生の保護者

R7.4 R8.3

6
③物価高騰に伴
う子育て世帯支
援

令和７年度知内町教育費無償化
事業

①物価高騰の影響を受けている保護者の負担を軽減するため、教育費の支援
のより、物価高騰の影響を緩和する。
②負担金補助及び交付金
③小中学生184名の保護者に係る年間教育費等11，225千円
　〇小学生入学準備金：R8新入学児童１９名×50千円＝950千円
　〇小・中学生教材費等支給助成（教材・就学旅行・宿泊研修）：小中学生184
名、5,770千円
　〇中学生制服等購入助成：R8新入学生徒24名（男子10名×85千円、女子14名
×101千円）、2,265千円
　〇高校進学等応援給付金：Ｒ７高校等進学生徒28名×80千円＝2,240千円
④小中高等学校の保護者（一部小中学校長経由）

R7.4 R8.3
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7
②物価高騰に伴
う低所得者世帯・
高齢者世帯支援

令和7年度温泉施設入浴優待事
業

①電気やガス、水道の価格が高騰しており、生活に欠かせない入浴も家計を圧
迫する要因となっていることから高齢者及び各種手帳所持者の希望者へ町内入
浴施設で使用できる入浴助成券（150円×20枚）を配布する。
②高齢者への助成券の配布及び事務費
③R7累計事業費
【事業費】
764名×20枚×使用率見込62.6％＝9,565枚
9,565枚×150円　計1,434千円
【事務費】
106千円（需用費：印刷費）
④65歳以上の高齢者及び身体、療育、保健福祉手帳所持者
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8
⑧農林水産業に
おける物価高騰
対策支援

令和７年度知内町漁業経営 安
定化支援事業

①物価高騰や海洋環境の変化の影響を受け疲弊している漁業者に対し、漁具及
び設備の購入等にかかる経費の一部を支援することで漁家経営継続への意欲
向上を図る。
②負担金補助及び交付金
③漁船及び漁船用機器や漁具などの備品購入費支援
【事業費】15,000千円
・補助対象経費の50％以内
・一般事業補助上限1,000千円　補助金下限50千円
・共同事業補助上限1,500千円　補助金下限50千円
④町内で事業を営む漁業者及び上磯郡漁協が認める団体・ グループ

R7.6 R8.3

9
①食料品の物価
高騰に対する特
別加算

令和7年度キャッシュレスポイント
還元キャンペーン事業

①物価高騰や景気低迷の影響を受けている地域を活性化するため、消費者へ
消費喚起を促す目的のキャンペーン事業。
②キャッシュレス決済利用者へのポイント還元費用として
③【事業費】
第1回キャンペーン（9月～10月）ポイント還元額　895千円
第2回キャンペーン（12月～1月）ポイント還元額　1,040千円（実績見込）
　【事務費】
キャンペーンツール作成費　第1回　130千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　第2回　130千円
④キャンペーン参加店にてキャッシュレス決済を利用した方
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⑪推奨事業メ
ニュー例よりも更
に効果があると
判断する地方単
独事業

令和７年度こもれび温泉指定管
理料（電気料金高騰分）

①電気の価格高騰が指定管理者における経営を圧迫しており、町民の用に供す
る温泉入浴施設の運営も苦しいものとなっていることから、電気料金を支援する
もの。
②委託料（電気料金）
③【事業費】
15,000千円（総額）
うち電気料高騰分9,000千円
物価高騰以前（R2年度）対比での増額分
④こもれび温泉指定管理者

R7.4 R8.3


